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研究成果の概要（和文）：　多地域多部門動的応用一般均衡モデルに基づく自然災害の経済影響評価手法につい
て研究を実施した．特に地域経済をつなぐ要素として交通を明示的にモデルに組み込む研究を進めた．具体的に
は応用一般均衡モデルと利用者均衡配分モデルの統合的利用手法について研究を行い，災害時の道路毀損に関す
るシミュレーション分析を行った．

研究成果の概要（英文）：This study examined the simulation method of economic loss caused by a 
natural disaster.The simulation model is based on a multi-regional multi-sector dynamic 
computable general equilibrium model.Specifically this study focused on integration of economic 
equilibrium model and traffic equilibrium model.Base on the developed model,an economic loss due to 
road damage was simulated.

研究分野：土木計画学

キーワード： 応用一般均衡モデル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
災害による経済被害は被災地を超えて波及するため．推計では地域間の経済的つながりを考慮することが重要で
ある．特に地域間の経済的つながりは交通によって支えられている．本研究では経済モデルと交通モデルを統合
し，道路網の被災がもたらす経済被害を推計した．今後本研究を発展させることにより，巨大災害からいち早く
経済を復興させる上での，あるべき道路復旧計画がシミュレーション可能となる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
巨大地震の経済被害は，広く複雑に展開されたサプライチェーンを通じて，被災地のみならず
地理的に離れた地域へも波及する．そのため災害の経済被害を推計するためには地域間の経済
的つながりを考慮しなくてはならない．その意味において，地域間産業連関表を利用した応用一
般均衡モデルは，経済被害の波及をリアリティをもって推計できる手法であると考えられる． 
ただし現実のサプライチェーンを支えているのは交通である．災害がサプライチェーンに与
える影響を十分に考慮するためには，交通ネットワークを明示的にモデルに取り込むことが望
ましい． 

 
２．研究の目的 
本研究では，まず，これまでの応用一般均衡モデルにおける地域間交易扱い方とその課題を明
らかにした．続いて応用一般均衡モデルと利用者均衡配分モデルを統合的に利用する形で，経済
活動と交通流を統合する方法を提案した． 
 
３．研究の方法 
これまでの応用一般均衡モデルにおける地域間交易はアーミントン仮定に基づくモデルで表
現される場合が多い．本研究の応用一般均衡モデルではアーミントンの仮定を２段階の入れ子
型 CES関数によって表現している．式 1は地域 から地域 へ移出される財が，地域 において
CES型関数により国産合成財 , となることを意味する． , , は 地域から 地域へ移出される同
種の財の量である． , は地域 で利用する第 財に関する国産品合成財の量である．なお は地
域間交易の代替の弾力性であり，各地域から移入される同種の財の相対価格の変化が，各地域か
らの移入の相対的な量に与える影響を決めている．さらに式 2は , が同種の輸入品 , と合成
されアーミントン合成財 , となることを示している．アーミントン合成財 , は地域 の産業が
生産に利用したり代表的家計が消費したりすると仮定している．  
 

 式 1 

 
 

式 2 

 
続いて，応用一般均衡モデルにおける輸送費用のモデル化について課題を示す．Iceberg（氷
塊）型輸送費用モデルは，輸送される財はその一部が輸送のために利用されると仮定するモデル
であり，輸送抵抗の簡便なモデル化手法として理論分析のみならず応用一般均衡モデルによる
政策評価の分野においても広く採用されている．しかし Iceberg型輸送費用モデルに対する批判
は少なからず存在する．Iceberg型輸送費用モデルは輸送される財の生産技術と同じ技術を用い
て輸送サービスも生産すると仮定しており，財の生産とその輸送は同一アクティビティとなる．
一般的に多部門の応用一般均衡モデルは，産業連関表に基づきアクティビティ別で部門分類を
行う．このことは各生産部門が財の生産とその輸送の両方を担うことになる．問題は輸送対象と
なる財の生産水準と輸送サービスの生産水準が明示的に区別できないことである．輸送費用の
別のモデリング方法として輸送業を明示的に扱う方法を以下で提案する．  
以下は輸送費用を明示的に分離したモデルの説明である．移輸入される財と発地で生産され
る輸送サービスをある一定比率で合成したものが着地の需要者に需要されると考える式 3 にお
いて , , は（輸）移入される財と輸送サービスの合成財の量を示している． , , が CES型関数
で合成されアーミントン合成財 , となる．式 4において , , は , , の輸送に必要な輸送サービ
スの量を示す．式 4 において , , は , , を 1 単位輸送するにあたり必要となる輸送サービスの
量を定めるパラメータである．アーミントン合成財の価格は式 5 の通り表現する事ができる．

, , は , , の価格であり , , は輸送サービス , , の価格である．輸送サービスの価格がモデ
ルに明示的に示されている．何らかの理由で多くの輸送サービスが必要となれば , , の値を引き
上げる．なお , , は輸送対象の財のシェアである． 
 

 式 3 
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 式 4 

 

 式 5 

 
一般に , , の値は，地域 と地域 が空間的に離れているほど大きくなると考えられる． , , は
輸送対象財 1 単位を輸送するにあたり必要となる輸送サービスの量を定めている． , , が高ま
ることはより多くの輸送サービスを発地の輸送業者から購入する必要がある．その分だけ輸送
業者は生産量を増加させる必要があるが，それは輸送トラックのドライバーの労働時間を増や
したり，輸送トラックの利用時間を増やしたりすることを意味する． 
 地震動により地域 と地域 を結ぶいくつかの道路の交通容量が大幅に減少した場合を想定す
る．交通容量が大幅に減少した道路はもちろん，被害が無い道路へも交通が集中し混雑が発生し
得る．これにより平時と比べて一定量の財を同じ距離輸送するのにより多くの輸送サービス（輸
送サービスを担う労働者の労働時間と貨物自動車の利用時間）が必要となる．このような状態を
表現するには , , を引き上げれば良いが，どれだけ引き上げるべきかという課題が生じる．そこ
で本研究では応用一般均衡モデルと利用者均衡配分モデルとを統合的に利用し， , , の値を経
済活動と交通量の間で整合的に決定することを試みる． 
 
４．研究成果 
上記の考え方に基づき，実際の全国都道府県産業連関表に基づく応用一般均衡モデルと高規
格道路網に基づく利用者均衡配分モデルを構築し，両モデルによる統合的なシミュレーション
分析を試みた．ただし応用一般均衡モデルは 2005 年の都道府県間産業連関表を基に構築された
都道府県間モデルであり，道路網は図 1 の通り全国の一部となっている．そのため以下で紹介
するシミュレーション結果は未だ数値例の域を出ていない．シミュレーションの手法は下記の
通りである（図 2参照）．すなわち巨大地震の発生に伴い地震動の強い地域の主要道路が一定程
度毀損したと想定する．その情報を利用者均衡配分モデルに反映させる．利用者均衡配分モデル
では道路の毀損の程度を道路の交通容量の減少としてモデルに取り込む．これにより利用者均
衡配分モデルでは，道路の交通容量の減少を反映した新しい均衡のもとでの OD 間所要時間が計
算される．所要時間を輸送費用に変換し応用一般均衡モデルで一般均衡解を求める．均衡取引量
が産出されるがこれは利用者均衡配分モデルで当初想定していた OD 間交通量とは異なるはずで
ある．そこで主要道路の交通容量の情報を所与とし，OD 間交通量を応用一般均衡モデルの解と
整合的に調整し再度 OD 間所要時間を求める．これを繰り返すことで道路毀損に伴う経済活動水
準と交通量を整合的に計算することができる． 
 以下では現段階のモデルによるシミュレーション結果について紹介する．図 3 は南海トラフ
で巨大地震が発生し，東海地方を中心に主要高規格道路の交通容量がどれだけ減少するかとい
う推計値を示している．例えば静岡県と愛知県を結ぶ高速道路は平時の 0％から 20% の交通容
量となっている．交通容量の設定については地震動の強さと関連しているものの今回の試算の
ための簡便法で推計している．地震による交通容量の変化の情報を基に統合モデルによるシミ
ュレーションを行い，東海 4県の製造業の生産量変化率を示しているのが図 4である．なお今回
は産業の生産設備に毀損はないという前提で計算している．今回の試算はあくまで道路損壊の
影響のみを見るためである．モデルが完成した場合には産業の生産設備の損壊も考慮しシミュ
レーションを行う予定である．図 4は東海 4県の製造業の生産量の変化率を示している．青色の
棒グラフは道路復旧が無い場合を示している．赤色の棒グラフは統合モデルにおける東名高速
道路が復旧した場合の生産量の変化率である．後者は地震動や津波により東名高速道路が毀損
しなかった場合の生産量の変化率とも解釈できる．モデルは未完成ではあるものの東海圏の製
造業における東名高速道路の重要性が示唆される結果である． 
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図 1 統合モデルにおけるノードとリンク 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 モデル間連携のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 道路の毀損度合に対応する交通容量 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

図 4 道路毀損による実質生産額の変化分（製造業） 
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